様式第１号
令和××年××月××日
（あて先）札幌市長

札幌市認定プログラム応募申請書

札幌市IT人材確保プログラム認定要綱（以下「要綱」という。）第５条の規定に基づき、札幌市認定プログラムの認定を受けたいので、関係書類を添えて申請します。
また、この申請書及び添付書類の全ての記載事項は事実に相違ないことを誓約します。

１　プログラム実施者
	法人名　※１
	株式会社hogehoge

	代表者氏名
	山田　太郎

	担当者氏名　※１
	田中　花子

	連絡先※１
	電話番号
	[bookmark: _Hlk191984087]011-×××-×××

	
	メールアドレス
	[bookmark: _Hlk191984094]hanako.***@***.co.jp

	本社所在地
	[bookmark: _Hlk191984254][bookmark: _Hlk191984232][bookmark: _Hlk191984227]〒×××-×××
[bookmark: _Hlk191984267]札幌市××区××××

	プログラム活動拠点の所在地
	〒×××-×××
札幌市××区××××　札幌事業所

	実施体制
	事業統括（１名）
　｜
　└―プログラム運営チーム（10名　※担当者 田中含む）
　｜
　└―営業チーム（３名）

	その他要件確認
	以下で選択した各要件に該当することを誓約します。
※該当するものを全て選択（各項目の□に「✔」をご記載ください。）

	
	☑
	申請時以降、概ね５年間以上、札幌市認定プログラムを実施し続ける見込みがあります。

	
	☑
	過去３年間に重大な法令違反を犯しておりません。

	
	☑
	要綱第１条に掲げられた目的を理解し、賛同しております。

	
	以下で選択した各要件に該当しないことを誓約します。
※該当しないものを全て選択（各項目の□に「✔」をご記載ください。）

	
	☑
	暴力団（札幌市暴力団の排除の推進に関する条例（平成25年条例第６号）第２条第１号に規定する暴力団をいう。）又は暴力団員（札幌市暴力団の排除の推進に関する条例第２条第２号に規定する暴力団員をいう。）と密接な関係を有する者 

	
	☑
	札幌市に対する税金や使用料等の債務の支払いを滞納している者

	
	☑
	地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４（同条を準用する場合を含む。）の規定による、札幌市における一般競争入札等の参加制限を受けている者

	
	☑
	民事再生法（平成11年12月22日法律第225号）又は会社更生法（平成14年12月13日法律第154号）による申立て等、事業継続について不確実な状況にある者

	
	☑
	各種法令等に違反している者

	
	☑
	行政機関からの行政指導を受け、改善がなされていない者

	
	☑
	特定の政治、思想又は宗教の活動を行う者

	
	☑
	その他、以上の項目に準ずる者

	
	上記誓約の内容確認についての承諾
※承諾する場合、□に「✔」をご記載ください。

	
	☑
	上記誓約の内容を確認するため、必要に応じて他の官公署等に照会を行うことについて承諾します。



２　申請プログラム
	プログラム名称 ※１
	即戦力IT人材輩出プログラム

	概　　　　　　要
	プログラム概要（実施内容、目的、他プログラムと比較した優位性等）
(100字以内)　※１

	
	IT未経験者を対象とした弊社独自プログラムにより、実践的な開発能力を身に着けた人材を育成することができます。約半年間のプログラムを卒業した即戦力人材を企業に紹介します。（過去３年間の卒業数：約300人）

	
	要綱第３条第１項第５号に定めた要件を満たすことの説明

	
	IT未経験者を対象とした人材育成を行うプログラムであり「リスキリングプログラム」に該当します。

	プログラム参加者

輩出可能な人材
	プログラムに参加する人材像（プログラムのメインターゲット）

	
	IT企業への就職を志す学生や、IT企業への転職を目指す他業種の社会人など未経験者の教育に強みがあります。
なお、更なるスキルアップを経て転職を目指すIT人材など、経験者向けの教育も可能です。

	
	輩出可能な人材像（プログラム卒業時点のスキル・マインド等）
（100字以内）　※１

	
	フロントエンド、バックエンド、データベース設計など開発に必要な知識を有し、コーディングができます。開発のプロセスを理解し、仕様検討～設計～開発～テストといった一連のタスクを実施できます。

	市内IT企業が支払う費用（目安）※１
	人材紹介手数料（年収の３%）＋人材教育費（15万円）

	実　施　計　画
	実施スケジュール（直近１年間のスケジュール）

	
	【プログラム本体のスケジュール】
・IT基礎学習：Eラーニング形式（入会～１か月目）
・開発実習：オンライン（２カ月目～４カ月目）
・卒業試験（オリジナルアプリ開発）：オンライン（５カ月目～６か月目）
【その他】
・プログラム参加者の募集：通年（入会～卒業まで約半年間）
・市内IT企業PR：卒業が近いプログラム参加者を対象に随時実施
・札幌市内における事業説明会：７月～８月頃開催予定

	
	プログラム参加者数（目標）※２
	市内IT企業への就職数（目標）

	
	１年目
	　　　　　30名
	１年目
	　　　　　 　５名

	
	２年目
	　　　　　40名
	２年目
	　　　　　　 ７名

	
	３年目
	　　　　　50名
	３年目
	　　　　　　 ９名

	
	４年目
	　　　　　60名
	４年目
	　　　　　　11名

	
	５年目
	　　　　　70名
	５年目
	　　　　　　13名

	
	プログラムの周知方法（プログラム参加者向け、市内IT企業向け）

	
	プログラム参加者に向けては、若年層にリーチし易いSNSにおける発信のほか、WEB広告における事業の周知を行います。また、札幌市における事業説明会の開催も予定しております。
市内IT企業に向けては、首都圏に本社があり札幌市内に拠点を置く企業に向けた営業を行うほか、札幌市における事業説明会とあわせて札幌市内企業に対する直接的な営業も行います。

	
	プログラム参加者を市内IT企業への就職に結びつけるための工夫

	
	プログラム参加者を対象として、様式２記載の推薦企業や、本プログラムの活用実績がある企業を中心とした市内IT企業の紹介・PRを行います。具体的にはメール等での連絡に加え、プログラム中の時間を一部割いて、企業紹介や、オンラインによる企業説明会の実施等を予定しております。
その他、札幌市の食や住環境など、市内に住むことの魅力発進もあわせて実施したいと考えております。

	札幌市認定プログラム活用促進補助金
※いずれか１つを選択
	☑
	札幌市認定プログラム活用促進補助金の交付対象プログラムとなることを希望します。
※補助対象経費申請書【様式３】を提出ください。

	
	□
	札幌市認定プログラム活用促進補助金の交付対象プログラムとなることを希望しません。

	その他要件確認
※該当するものを全て選択
	以下で選択した各要件に該当しないことを誓約します。

	
	☑
	本プログラムは、法令等に違反する又はその恐れのあるプログラムではありません。

	
	☑
	本プログラムは、公序良俗に反する又はその恐れのあるプログラムではありません。



３　その他制約事項
	以下の事項について誓約します。　　※□に「✔」をご記載ください。

	☑
	要綱記載事項について理解したとともに、その内容について遵守いたします。



４　本様式以外の提出書類
	共通書類（様式あり）

	☑
	市内IT企業からの推薦書【様式２】　※２社分の推薦書が必要となります。

	共通書類（様式なし）

	☑
	申請プログラムの詳細説明資料　※１

	☑
	プログラム又は企業のロゴマーク（gif、jpeg又はjpg）　※１

	☑
	登記事項証明書（申請日の３カ月前以内に発行されたもの）の写し

	☑
	定款の写し

	☑
	直近の決算書類（貸借対照表、損益計算書）の写し

	札幌市認定プログラム活用促進補助金の交付対象プログラムとなることを希望する場合のみ提出

	☑
	補助対象経費申請書【様式３】



[bookmark: _Hlk191977697]※１ 該当項目に記載された内容及び提出書類は、札幌市による校正のうえ、札幌市公式WEBサイトや札幌市認定プログラム周知用チラシ、その他の方法で札幌市による広報活動等に利用させていただく場合があります。
※２ 札幌市内の人材に限定する必要はなく、市内IT企業に就職する可能性がある人材であれば広く対象数に含めて問題ありません。

備考　この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を使用することができる。
